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I　研究目的および方法

家計における家賃支出ないし住居費に関する研究は，従来，シュワーべなどにおいてなされて
1）

いるが，わが国でも戦前・戦後をつうじ，いくつかの取組みがみられる°
2）　　　　　　3）

しかしながら，1950年代以降の，谷重雄氏，下総薫氏等の示唆に富む論文以降は，これらのテ

ーマが，有効な方法論に裏打ちされた形で主要な問題として取りあげられてきているとはいい難

い°

住宅問旗の今日的状況に反して，住居費・家賃支出に関する研究が進まなかった原因として，

次の2点が指摘される°1．わが国の住宅政策が，戦後，戸数主義で進められたこと°2．住居費・

家賃支出に対する統計的資料が，不備であったことである。

1について，戸数主義の住宅政策は，住宅難世帯が420万戸といわれた大戦後の住宅事情下に

おいてほ，相応に説得力のある政策目標であったと判断される。

しかし，1960年代以降，土地，住宅の値上がりをバネに実行された高度経済成長政策の結果，

インフレ化が促進され，勤労者家計の住宅取得能力は相対的に低下した°戸数主義住宅政策は，

一般的に，「多量に良質の住宅を供給し，わが国の住環境の質向上に資した°」と評価されている

が，これらの良質な住宅も，需要者にとってほ，それが，家計の中で手の届くものでなくては，

大半の意味を失ってしまう。戸数主義住宅政策では，確かに，住宅を供給する側の理論として，
°　°　°　°　°　°　°　°　°

フィジカルな面での研究成果をあげてきている。これらは，住民の快適な居住性を軸に展開され
4）

た適正居住論，就寝分離論，食寝分離論，DKプランの提示，住み替え論などに結果している°

しかしながらその反面，これらの住宅を取得する側の取得能力，あるいは，取得手段の提示につ

いての研究は，等閑祝してきている。政策目標に，取得手段，あるいほ，家計への視点が加味さ
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れておれば，必然的にこの方面の研究も進んでいたものと思われる°
5）

2について，現在，住居費ないし家賃額検討のため使用できる資料は，家計調査報告，全国消
6）　　　　　　　　　　　　7）

費実態調査報告，住宅統計調査報告の3つに限定される°また，これらの資料は，住居費に関し

ては非常にかたよった情報しか伝えず，これらの資料により，わが国家計の，住宅取得能力を適

確に推定することは，困難である。

家計調査報告では，住居費は，家賃，修繕費，家具什器費，水道料の合計となっている。これ
8）

らの数字は，下総薫氏なども指摘するように，現実の生活感覚における住居費・関連支出とは，

はるかに実感に遠い数字であり，実態に遠い数字でもある°前記住居費には，住宅取得費（ロー

ンの支払い），共益金支払い，住宅取得税，固定資産税，保険料，利子等は含まれていない°　ま

た，これらをそれぞれ検討する手がかりも含まれていないのである°全国消費実態調査も，家計

調査報告と同じような性格をもっている。

住宅統計調査報告は，調査量は大変多く，その意味では分析に耐える資料であるが，内容的に

は住居費関連データのうち家賃データ即ち借家に関する情報しか含んでいない°

住宅統計調査は，昭和23年から，5年毎に実施されている。年度毎の報告内容は，その時期の

住宅事情を反映し，その編集形式も基本的には，戸数主義を踏襲しながら変化してきている。そ

して昭和43年から，昭和48年には一世帯一住宅を達成し，わが国の住宅事情が，量的に一定の水

準に達したことを評価している°　しかしながら，同年代のオイルショックに代表されるように，

庶民の家計は物価高騰に追いつけず，需給には，大きなアンノミランスがあった。住宅統計調査報

告には，住宅取得能力についての資料は，非常に限られており，上記のような実態ほ，当資料か

らは部分的にしか読みとることができない°　また，わが国の住宅政策は，昭和40年前後より，持

家政策を展開してきており，近年の持家建設・持家志向には著しいものがあるが，これらの経済

的取得事情についても，当資料には，直接的なデーターを，ほとんど含んでいないのである°

このようにみてくるとき，昭和43年頃からの住宅統計調査報告では，特に，現実のわが国の住

宅事情との禾離が，著しいといわなければならない°従来の住居費の枠に納まりきらない住宅関

連支出が，大幅に変動し，各家計の住環境整備・管理・経営費（＝住居関連支出）が，増化の一

途を辿っている現状を考えれば，この広義の住居費の分析的研究および実態の把握は，住居費研

究の第一歩であり，現実的に緊急度の高い問魔である°　これらの研究にとって，これらの資料の

不十分さが痛感される°

ところで，既存の資料が，上記のように不備であるところから，当然のこととは思われるが，

少いながらもこれらから得られる情報についてすら，相応の利用のされ方がされていない°戦後

出された谷重雄氏の論文は，家賃と取得住宅水準を，家計の負担能力との関連で論じ　谷限界式

を示している°そして適正居住水準を確保する方向として，所得補償（賃金増大化・住宅手当な

ど）の政策方向を示唆している。研究方法として，計量経済学的な手法を用いているが，使用し

たデーターは，当時住宅統計調査報告が利用可能だったにもかかわらず，戦後の特異な情報を避

けるという理由から，戦前，各部署で調査された家計調査データを利用している°確かに，昭和

23年，28年段階の住宅統計調査報告の数値は，当時の混乱状態を反映しており，平和な時代の庶

民の住居環境整備行動を推し量る情報としては不適当であるといえよう。また，同年報告書の報

告形式自体が，計量経済的操作のできる形をとっていない°
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このように，住宅統計調査報告の所得一住居費関連支出資料ほ，いくつかの点で限界を含んだ

ものであるが，資料は，昭和23年から揃っており，上記の認識の上にたった相応の利用が可能で

ある°

この小論では，資料の限界から限定的なものではあるが，住宅統計調査報告を用い，借家家計

の住宅環境整備の動向を検討した°方法としては，家賃支出の所得弾力性係数（値）を計算し，

住宅類型別に，経年比較を行った°統計資料のうち，昭和23年，28年の各年は，データー不足の

ため，この手法の適用ができず，分析は，昭和33年以降が中心となった。
10）

所得弾力性係数（値）算出には，次の式を用い，パラメーター推定には，最小二乗法を適用し

た。

Inの＝α＋βlnJ五十的……………………（1）

ただし，ツ乞：t階層における1家計あたり家賃（間代）支出額

Χ毛：t階層における1家計あたり所得額

u㍉撹乱項
〈　〈

データー不足のため，家族人数等の影響は除去できていない。上記両対数式（1）において，α，β
／＼

が推定すべきパラメーターとなるが，β値は，そのまま所得弾力性係数（値：以下弾性値，弾力

性値を使う）を示している°
／＼

なお，β値の有意性の検定のためT甘値を求めtテストをしている°　さらに，推定回帰式（2）へ

の，変数のあてはまり（適合度）を示す値として，決定係数（r2）を計算している。

〈　／＼

lnッ＝α＋μnェ…………………………（2）

I　計測結果と考察

1）はじめに：所得弾力性の解釈

所得弾力性とは，「所得（または消費支出，この場合には消費支出弾力性）が，1％上昇した
11）

とき，当該費目の支出が，何％増加するか」を示したもので，

軸

陸惹…………………………………（3）

Χ

ただし，ツ…当該費目，エ…所得（消費支出）

で示され，桁≧1，1＞邨≧0，桁＜0でもって，当該財の，家計における性格を，選択財（ぜいた
12）

く財），必需財，劣等財に区別する判断材料等に使われてきている概念である。

家計費の各消費々日に対する弾性値の試算は，家計調査報告，全国消費実態調査報告などから
13），14）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15），16）

主として，食料費を中心になされてきている°住居費についても，いくつかの計測例があるが，

その内容が，家賃・修繕費の他，家具什器費，水道料を含む一方，住宅取得費等住宅取得関連支

出を含まない°　これらの性格上，試算された弾性値そのものを，住生活改善の指標，あるいは，

住生活の内容を推測する指標として使用するには無理があり，従来条件付きで試算されても，そ

れ以上の深い分析にまで至っていないのが現状である。
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ここで採りあげる住宅統計調査報告には，住居費のうち，借家に関するデーターが準備されて

おり，この分野における分析が可能となっている°

2）計測結果

i）昭和33年の，家計費における家賃（間代）支出の特徴

昭和33年の資料では，家賃と間代のデーターにわけられ，家賃については，戦後色の強い住宅

難世帯を中心に，全国，市部，郡部別に整理されている°この年度におけるモデル式のあてはま

りは，非常に悪い（表（1））が，その中では，非住宅難世帯，市部の住宅難世帯の適合度が，よい

ようである。従って，説明力が低いという条件付きではあるが，次のことが読みとれよう°

表（1）昭和33年住調より計測した家賃・間代の弾力性係数（β）

住 宅 類 型
住 宅 難 世 帯

う ち 老 朽 住 宅 狭 小 過 密 老 朽 ・狭 小 非 住 宅 難

非 住 宅 居 住 居 住 居 住 過 密 居 住 世 帯

家

賃

全 β 0 ．0 7 4 0 ．16 3 0 ．30 5間 消 0 ．3 3 5糾 弾 － 0 ．7 1 9 0 ．15 7※無類

国 ケ2 0 ．00 6 0 ．22 8 0 ．88 6 0 ．8 4 0 0 ．0 6 0 0 ．78 4

市 β 0 ．28 0照間 0 ．17 4 0 ．26 5刑 登 0 ．29 2刑 ※ － 0 ．7 4 5 0 ．07 8 頚

部 ㍉ 0 ．77 4 0 ．30 2 0 ．79 5 0 ．8 3 0 0 ．6 4 3 0 ．27 1

郡 β － 0 ．19 4 － 1 ．11 4 － 2 ．00 7 － 1 ．1 5 7 － 3 ．17 7誉瀬 0 ．20 6 類無類

部 γ2 0 ．05 2 0 ．16 8 0 ．30 1 0 ．1 6 6 0 ．5 4 2 0 ．80 4

一　間

l

l

代

全 β 0 ．09 7州 － 2 ．15 6 0 ．07 9楽 － 2 ．2 7 6類 0 ．0 6 8 － 2 ．13 9

国 r 2 0 ．46 7 0 ．32 5 0 ．42 3 0 ．3 5 6 0 ．15 2 0 ．31 2

市 β 0 ．0 5 3 － 2 ．65 4登 0 ．04 1 － 2 ．3 1 8懸 0 ．0 3 7 － 2 ．18 1

部 γ2 0 ．19 1 0 ．40 3 0 ．15 0 0 ．3 6 6 0 ．5 5 1 0 ．32 2

郡 β 0 ．28 6間 瀬 － 2 ．52 7燕 0 ．25 3無類登 － 3 ．00 2無類 － 2 ．2 8 5類 － 3 ．16 7※※類

部 2
r 0 ．95 7 0 ．35 2 0 ．96 2 0 ．47 4 0 ．3 7 4 0 ．63 9

注1）γ2は，決定係数を示す．・…‥r2＝
くnS（lnΧ・ln〃）－SlnΧSln〃12

くnS（l偲）2－（SlnΧ）2〉　くnS（ln〟）2－（Sl瑚）当

注2）βの有意性　※…………10％水準で0との有意差あり
※※………5％　　　　　ク

※※※……1％　　　　　ク

無印有意差なし．

この年の家賃への支出弾力性は，非常に小さく（最高で0．335），老朽・狭小・過密居住住宅の

弾力性は，負に，また，郡部の住宅難世帯の弾力性も，全て負になっている。昭和33年といえば，

わが国は，まだ，戦後の復興期にあり，国民生活においても，住生活面では，住む所さえあれば

それ以上は望まず，所得の増加はむしろ他費目への支出に廻されていたものと判断される°因み
17）

に，家計調査年報（昭和33年）により計算した同年の食料費支出，被服費支出，光熱費支出，雑

費支出の所得弾力性値は，それぞれ，0．294，0．887，0．440，0．878であり，被服費，雑費などの

充足がめざされていたことが推測される。さらに，郡部の住宅難世帯，および，住宅のうちでも，

老朽・狭小・過密居住々宅では所得がふえても，それらへの支出は減少する，という劣等財的扱

いを受けており，所得の増加が，住宅改善，居住環境改善への推進力とはならなかったことを物

語っている∩
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次に同居世帯を中心とする間代であるが，上記と同様決定係数は低い°弾力性値も小さく（最

高で0．286），中でも，非住宅居住者，老朽，老朽・狭小・過密同居者，郡部の，狭小・過密・同

居者の弾性値は負となっており，同居者の，所得増加にともなう住環境改善意欲は，非同居者よ

り少いことを読みとることができる。このことはむしろ同居している現在の居住環境を住み替え

たいという意欲の表われと判断してよいように思われる°　同居，非同居世帯のいずれの場合も，

この時期の借家層の住意識は，“とりあえず雨露をしのぐ’ことにかかっていたようである°

ii）昭和38年の家計費における家賃支出の特徴
18）

昭和33年より，家計の消費生活は，落着いてきているようで，全国，市部，郡部，DID地区の

いずれも，モデル式へのあてはまりは，大変よい°（表（2）参照）

表（2）昭和38年住調より計測した家賃の弾力性係数（A

住宅類型
非 住 宅

居　 住

同　 居

世　 帯

老 朽 住

宅 居 住

設　 備　 共　 用　 住　 宅 設　 備　 専　 用　 住　 宅

居住密度 I ク　 Ⅲ ク　 Π ケ　 Ⅳ

16）

居住密度 I ク　 Ⅱ 〃　 Ⅲ ク　 Ⅳ

全 β 類無類 照無類 無類冥 照無類 類無類 類類類
0 ．3 2 5 0 ．3 7 5 0 ．2 8 5 0 ．3 8 2 0 ．4 0 9 0 ．2 5 4 O i3 7 9 0 ．4 7 8 0 ．3 1 4 0 ．2 1 6 0 ．2 8 1

国 ケ2 0 ．9 0 4 0 ．9 5 2 0 ．9 0 3 0 ．9 5 6 0 ．9 8 4 0 ．9 4 0 0 ．9 8 0 0 ．9 5 5 0 ．9 5 2 0 ．軸 2 0 ．9 7 0

市 β 類無類 類無類 ※無類 無類類 ．懸無類 照無類
0 ．2 6 3 0 ．3 5 0 0 ．2 8 9 0 ．3 5 5 0 ．3 8 6 0 ．2 4 0 0 ．5 3 2 0 ．4 3 3 0 ．2 8 3 0 ．1 7 9 1 ．0 3 3

部 r 2 0 ．8 3 8 0 ．9 38 0 ．8 9 6 0 ．9 5 9 0 ．9 8 3 0 ．9 3 5 0 ．9 8 2 0 ．9 6 2 0 ．9 6 3 0 ．9 6 8 0 ．7 7 7

郡 β 照無類 照照登 無類璧 消照照
0 ．4 0 0 0 ．3 3 5 0 ．2 1 2 0 ．5 3 0 0 ．3 8 9 0 ．4 9 8 0 ．3 8 8 0 ．5 9 6 0 ．3 4 6 0 ．3 1 4 0 ．3 0 8

部 γ2 0 ．7 4 6 0 9 6 5 0 ．8 4 2 0 ．9 1 8 0 ．9 6 4 0 ．8 5 1 0 ．9 5 6 0 ．9 0 0 0 ．9 2 6 0 ．9 8 8 0 ．9 7 9

D 17）

I

D

β
無※類 運照照 燕無類 類無類 無機類
0 ．2 5 3 0 ．．3 17 0 ．3 9 0 0 ．3 3 1 0 ．°3 6 5 0 ．2 2 1 0 ．3 3 6 0 ．3 9 7 0 ．2 2 6 0 ．1 2 6 0 ．2 1 3

γ2 0 ．7 9 7 0 ．9 3 6 0 ．9 0 3 0 ．9 6 2 0 ．9 8 2 0 ．9 1 7 0 ．9 7 8 0 ．9 6 4 0 ．9 5 6 0 ．8 8 1 0 ．9 3 0

注1），注2）は表（1）と同じ．
注3）居住密度エーⅣは，参考文献16）参照．
注4）D．I．Dについては，参考文献17参照．

〈

また，β値も，負は一例もなく，住宅難世帯である非住宅居住者，同居世帯，老朽住宅居住者

においても，数値は低いが，正の弾力性値を示している°地区別では，相対的に，郡部で非住宅

居住者，市部で同居世帯者，DID地区で老朽住宅居住者の弾力性が大きい。

また居住密度別に，設備共用住宅，および設備専用住宅を比較すると，居住密度Iでは，設備

専用住宅の方が弾力性が高く，中でも，郡部の弾性値は，0．596にまであがっている。居住密度
19）

が，Ⅱ・Ⅲ・Ⅳと緩和すると，市部の居住密度Ⅳ以外は，全て，設備共用住宅の方が，その弾性

値が高くなっているが，やがて，設備専用住宅が選好されるようである°

設備共用住宅では，全国，DID地区で，居住密度Iの弾性値が高く，市部でⅣ，郡部でIが高

い°設備専用住宅では，市部以外で，密度Iがいちばん高くなっている。郡部の人口が多く，狭

い場所でひしめき合っている様子がうかがわれる°

この時期のわが国経済は，高度経済成長政策が，その緒についたばかりの頃である。よい就職

機会を求め，大量の人々が，都市へ移動した。特に，大都市にあっては，人口の社会的増加によ
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り，住宅不足の新たな局面をむかえている°　このような社会的要請にこたえ，政府は，公団住宅

をはじめとする多くの施策住宅を供給しているが都市における住宅不足は，深刻であった°

昭和38年の計測結果は，33年とくらべ，とくに，住宅難世帯の弾性値が，相対的に大きくなっ

ているように判断される。このことは，住宅難世帯が，特に“積極的に住み替える’’というよう

な方法によらないで，その居住環境あるいは，一定の住宅階層の中で改善方向を目ざした結果で

はないかと解釈される°住宅難世帯の環境改善要求は強いけれども，住み替えをするには適当な

空家がなく，結果的に，定住的な，劣悪居住環境の改善に，その意欲がむけられたものと思われ

る°また，住宅難世帯が，住み替えにその改善方向を求めたとしても，家賃支出の増加の割には，

その改善効果が少なかったように思われる。

iii）昭和43年の家計費における家賃支出の特徴

昭和26年に公営住宅法，昭和30年に日本住宅公団法ができ，公共による賃貸住宅の供給がほじ
20）

まったが，昭和43年の集計から住宅タイプを，公的借家，民営借家（設備専用），民営借家（設

表（3）昭和43年住調より計測した家賃の弾力性系数（β）

住 宅 類 型 雇 用 者 総 数
公　 的　 借　 家

民　 営　 借　 家 民　 営　 借　 家
給　 与　 住　 宅

（全 住 宅 ） （設 備 専 ） （設 備 共 ）

借

家

全

体

　　（

雇

用

量

全

国

β 0 ．2 4 0 登無類 0 ．6 6 9 墾用 0 ．4 8 7 ※類類 0 ．2 9 2 璧聖楽 0 ．6 0 1 刑 登

r 2 0 ．9 8 0 0 ．9 8 6 0 ．9 9 8 0 ．9 8 0 0 ．9 9 3

市

部

β 0 ．2 2 0 間 然 0 ．6 3 4 無類燕 0 ．9 0 6 璧璧類 0 ．2 8 1照無類 0 ．5 4 7 燕※類

γ2 0 ．9 7 6 0 ．9 8 5 0 ．8 8 1 0 ．9 8 2 0 ．9 9 3

君β

部

β 0 ．2 6 1 ※璧無 0 ．6 6 0 無類登 0 ．5 2 0 照 璧 0 ．3 6 4 類※頚 0 ．4 3 3 燕無無

r 2 0 ．8 8 9 0 ．9 8 1 0 ．9 7 3 0 ．8 4 0 0 ．9 6 9

D
I
D

β 0 ．1‾7 9 ※類※ 0 ．6 3 2 登璧璧 0 ．4 4 1無類頚 0 ．2 7 5 無想照 0 ．5 8 9 璧摺類

ナ2 0 ．9 5 6 0 ．9 4 4 0 ．9 9 3 0 ．9 8 2 0 ．9 9 7

昭

和

3 8
年

ま

で

に

入

居

全

国

β 0 ．2 5 6 無間 0 ．6 5 5 無類懸 0 ．4 0 1無類類 0 ．3 2 7 登憎燕 0 ．8 5 1照無類

ゲ2 0 ．9 7 4 0 ．9 7 7 0 ．9 9 5 0 ．9 6 6 0 ．9 9 9

市

部

β 0 ．2 0 5 無類類 0 ．6 7 7 無類無 0 ．3 6 2璧無類 0 ．3 0 8 間 然 0 ．7 4 8 照燕燕

γ2 0 ．9 5 4 0 ．9 8 8 0 ．9 7 4 0 ．9 7 2 0 ．9 9 9

郡

部

β 0 ．2 2 4 憎懸 0 ．7 1 8 登懸照 0 ．4 0 2無類類 0 ．3 4 8 0 ．6 7 1※榊

ダ2 0 ．3 1 6 0 ．9 8 0 0 ．8 4 3 0 ．4 1 4 0 ．9 8 5

D
I
D

β 0 ．1 7 1 州 類 0 ．6 7 3 類類類 0 ．3 2 5照無想 0 ．3 0 0 照※壊 0 ．7 5 9 無類類

γ2 0 ．9 4 9 0 ．9 9 7 0 ．9 9 5 0 ．9 7 3 0 ．9 9 9

昭

和

3 9

年

t

昭

和

4 3

年

9

月

ま

で

に

入

居

全

国

β 0 ．3 1 1 無類登 0 ．8 3 5 無類類 0 ．5 8 4無類登 0 こ3 1 3 登繋類 0 ．5 4 8 無類熙

γ2 0 ．9 8 7 0 ．9 8 1 0 ．9 9 2 0 ．9 8 5 0 ．9 9 2 ・

市

部

β 0 ．2 9 6 類登類 0 ．8 0 4 ※消照 0 ．5 6 5 燕無類 0 ．3 0 6 ※※無 0 ．5 1 8 瀧※類

γ2 0 ．9 8 7 0 ．9 7 9 0 ．9 8 7 0 ．9 8 7 0 ．9 9 3

君β

部

β 0 ．2 4 5 璧類 0 ．7 2 0 登※登 0 ．5 6 8 照照照 0 ．3 6 8 璧璧懸 0 ．3 2 9 登照※

γ2 0 ．8 1 8 0 ．9 8 6 0 ．9 9 5 0 ．9 6 9 0 ．9 0 6

D
I
D

β 0 ．2 6 4 懸燕無 0 ．7 8 5叛懸類 0 ．5 6 8 類懸登 0 ．3 0 0 無類類 0 ．5 5 8 無類懸

r 2 0 ．9 8 5 0 ．9 9 3 0 ．9 8 2 0 ．9 8 6 0 ．9 9 8

注 1 ）， 注 2 ） は ， 表 1 と 同 じ ．
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備共用，給与住宅の5つに分類している。また，集計は，入居時期（昭和38年までに入居，昭和

39年～昭和43年9月までに入居）別，および世帯主年令別の家賃支出が載せられている°

モデル式へのあてはまりは，いずれも大変よかった。（表（3）参照）

入居時期別に弾性値を比較すると，給与住宅を除いて入居時期が新しい程，所得との対応が顕

著で，その弾性値は一般に高かった。給与住宅については，古い入居者の方が弾性値が高くなっ

ている°原因については，よくわからないが，給与住宅は，公団・公営住宅，民借住宅などより

も，入居後の家賃の手直しがしやすく，家賃の硬直化がすすみにくいこととか，他の借家では，

いつまでも，高所得層になるまで住み続けるような家庭はめずらしく殆んどが，持家に移住する

ことが考えられるが，給与住宅の場合は，仕事柄から高所得層でもずっと住み続ける場合も多い。

給与住宅居住者の場合は，古い入居層程，この所得格差が，拡大していると考えられ，これらの

ことから給与住宅居住者の古い入居者の弾性値が高くなっているのではないだろうか。

一般的な集計で，昭和43年の弾性値は，昭和38年の数値より，はるかに大きくなっている°　こ

のことは，今までにない位，勤労者家計の所得増加が，家賃支出に廻されていることを示してお

り，国民の視線が，やっと住生活にむけられるようになったことを，うかがうことができる°

住宅類型別でほ，公的借家，給与住宅，そして市部の民営借家（設備専用）が高くなっている°

昭和38年の場合とちがい，いずれも良質といわれる住宅である°設備専用民借と，設備共用民借

は，相対的に所得との対応が小さい°

当時期の，わが国の住宅事情は，公的住宅供給面では，最も華やかな時期にあたり，入居者の

方でも，給与住宅を含む，いわゆる施策住宅への選好が，非常に強かった°　その反面，民借，

特に設備共用住宅は，一面で，劣等財的性格を呈していたようである。ただ，市部民借（設備専

用）については，全体中で弾性値が，いちばん大きく0．906を示していた。この数値の大きさに

ついては，他の住宅類型が，それぞれ相対的に平準化しているのに対し，民借（設備専用）住宅

が，／ミラエティーに富んでおり，他のどの借家類型でも求められないような，選択度の大きい住

宅が含まれていること，また，公的住宅の数には限度があることもあって，広くて良質の住宅を

求める階層がここに集中したことなどに，その原田が考察される。良質の公的借家の選好と，高

くても，所得にみあった家賃を支払い，民間の良質借家（設備専用）を需要する傾向は，この時

代の特徴である。
21）

次に，世帯主の年令と家賃支出状況をみてみると，全国的には，60才以上層を除き，世帯主年

令が若い程，弾性値が大きい。地区別では，郡部で上記と反対の債向を示しており，弾性値は，

30才～39才を頂点として若くなる程，また年令が高くなる程小さくなってきている°　このことは，

家賃の比較的高い公団住宅は，一応，大都市，その周辺にしかないことなどもあり，都市の若者

は，住環境選択条件に恵まれ，かつ住環境整備意欲も高くなっている°　また，60才以上では，転

勤などを考える必要もなくなり，定年後の住環境整備意欲が高くなっているものと思われる。こ

の年令層の住宅需要が特に，上記の，市部における民営借家（設備専用）にむいていると推測さ

れる°（表（4）参照）

これに反し，郡部では，もともと転勤などの少い定住生活が基盤になっているようであるが，

都市の場合と異り，40才位までに，除々に，その居住環境を整え，以後は，所得がふえても，あ

まり住宅へは，支出しない生活になっていることがうかがえる。従って，都市においては，60才
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表（4）昭和43年住調より計測した年令別＊家賃支出の弾力性系数（A

年令別 雇 用者総 数

（全体 ）
25 才未 満 2 5才 ～ 29 才 30 才 ～ 3 9 才 4 0 才 ～ 49 才 50 才 ～ 59 才 6 0 才 以上

全

国

β 0 ，248類懸類 0 ，5 86間 類 0 ．506類照登 0 ．4 25燕無類 0 ．277類無類 0 ．293照間 0 ．4 74璧璧禦

γ．2 0 ，980 0 ，9 70 0 ．997 0 ．9 97 0 ．91 1 0 ．9 80 0 ．9 93類

市 ．

部

β 0 ，220類類燕 0 ，575璧州 0 ．48 1類類類 0 ．380璧※類 0 ．233登懸類 0 ．258照雄登 0 ．4 38登間

㍉ 0 ，976 d ，9 65 0 ．994 0 ．996 0 ．907 0 ．976 0 ．9 94燕

郡

部

β 0 ，26 1間 然 0 ，383類無類 0 ．527類登類 0 ．549登無類 0 ．319類 0 ．256間 璧 0 ．214無類燕

r2 0 ，889 0 ，800 0 ．927 0 ・97年 0 ．54 3 0 ．936 0 ．117Pk

D
I
D

β 0 ，179 照無類 0 ，510頚刑 0 ．46 4類無類 0 ．33 1無類照 0 ．18 7消無類 0 ．218類懸類 0 ．412登璧登

r2 0 ，95 6 0 ，980 0 ．98 8 r 0 ．986 0 ．86 1 0 ．960 0 ．996

注 1 ） 2 ） は表 （1 ）と同 じ．

注 3 ） ＊　 年 令 は．世 帯主 年令 ．

以上は別にして，他は，世帯主年令と，住環境条件に大きな差のないことが読みとれるが，郡部

では，若年層と，ある年代（40才）以上とでは，住環境に大きな差のあることがうかがわれ，住

宅が，一種のステータスシンボルともなっているようである°当然都市の若者が，郡部に較べて

比較的豊かな住宅に住んでいる一方，都市の，60才までの壮年層が，郡部の壮年層に較べて，相

対的に貧しい住宅に住んでいることも，これらから読みとることが可能であろう°

iv）昭和48年の家計費における家賃支出の特徴　22）
集計の形式は，前期43年と同じである。昭和48年の住調では，一世帯一住宅が達成された時期

である°集計ほ，家賃0を含む場合と含まない場合にわけてあるが，便宜上，含まない場合を使
／＼

用した°両者のちがいは，給与住宅のβ値に大きな差をもたらしており，給与住宅の性格を示し

ている°

昭和48年の家賃の所得弾力性（表（5）参照）は，一般に，昭和43年よりも低くなっている°　この
23）

原田について，西垣らは，その分，持家志向に流れたのではないかという「仮説」をたてている

この仮説の証明には，持家の住居費として利用できるものが少く，直接的な取り上げ方は困難で

あるが，家計調査年報などを使って，間接的な証明は可能ではないかと考えている°

入居時期（昭和43年までに入居，昭和44年～昭和48年9月までに入居）別に弾性値の比較をす

ると，民借（設備共用），給与住宅についてほ，昭和43年までに入居した者の方が高く，公的借

家，ないし民借（設備専用）については，昭和44年～昭和48年9月までに入居した者の方が高い

また，昭和43年までに入居した者の弾性値は，1位，給与住宅，2位，公的借家，3位，設備専

用民借，4位，設備共用民借であったのに対し，昭和44年～昭和48年9月でほ，公的借家，給与

住宅の順位がいれかわっている°　この順位の転倒は，昭和43年住調においても同じ傾向を示して

いる°　この原因については前述したとおり，給与住宅の所得一家賃体系の特異性に基づくところ

と，公的借家の家賃決定のあり方などに因るところ等が考えられよう。後者については，どの公

的借家（公営・公団・公社）においても，入居時の所得水準をうるさくいう一方，入居後につい

ては野放し状態であるため，前者の場合とは反対に，入居年が進むにつれて，弾性値が低下して

いるものと判断され，その結果，給与住宅と，公的借家の弾性値の転倒が生じるのではないかと



51関川；所得弾力性からみた，家計費における家賃支出の動向

表（5）昭和48年住調より計測した家賃支出弾力性系数（A

住 宅 類 型 金　 借　 家 公 的 借 家 民営借 家 （設備 専 ） 民営 借 家 （設 備共 ）．給 与 住 宅

借

家

全

体

壷

用
老

　　）

全

国

β A ※ 0 ．24 8間 燕 0 ．491類※※ 0 ．36 0無類無 0 ．223※無※ 0 0 ．5 13類※※

B 照 0 ．24 4預無類 0 ．479無間 0 ．35 2類無類 0 ．226照無痛 0 0 ．20 4攣禦楽

r 2
A 0 ．97 4 0 ．975 0 ．96 0 0 ．978 0 0 ．9 74 ．

B 0 ．96 4 0 ．972 0 ．95 2 0 ．9 69 0 0 ．80 6

市

部

β A 0 ．23 3※無類 ・0．469無類登 0 ．34 4璧無類 0 ．219刑 ※ 0 ．4 76類糊

B 0 ．23 2無間 0 ．4 56攣類※ 0 ．34 0※※※‘ 0．223朋 ※ 0 ．18 0

γ2
A 0 ．97 6 0 ．97 5 0 ．95 4 0 ．°975 0 ．9 69

B 0 ．96 8 0 ．97 3 0 ．94 8 0 ．9 66 0 ．50 8

D

I

D

β A 0 ．22 1刑 類 0 ．442類無難 0 ．34 1間※ 0 ．216※糊 0 ．4 82照的

B 0 ．22 0類潔類 0 ．429類璧※ 0 ．34 0璧※璧 0 ．220璧※※ 0 ．177

r 2
A 0 ．97 3 0 ．976 0 ．95 0 0 ．962 0 ．9 65

B 0 ．96 6 0 ．973 0 ．94 4 0 ．968 0 ．9 75

昭

和

4 3

年

ま

で

に

入

居

全

国

β A 0 ．23 0※類類 0 ．450類※類 0 ．3 19登懸想 0 ．259懸戴叛 ．0．6 23※無類

B 0 ．22 0間 然 0 ．442※間 0 ．30 6※無類 0 ．260頚類※ 0 ．163

γ2
A 0 ．93 8 0 ．9 43 0 ．97 2 0 ．994 0 ．9 75

B 0 ．92 0 0 ．9 39 0 ．96 4 0 ．9 9 1 0 ．3 16

市

部

．β A 0 ．208 類類類 0 ．433無類登 0 ．29 6璧無類 0 ．250※類楽 0 ．5 84類類癌

B 0 ．20 2※※※ 0 ．428間 運 0 ．29 0照※※ 0 ．25 1間 ※ 0 ．193菜

㍉
A ・0 ．93 4 0 ．952 0 ．96 7 0 ．994 0 ．9 72

B 0 ．92 0 0 ．946 0 ．96 0 0 ．990 0 ．5 49

D

I

°
D

β A 0 ．19 2無類燕 0 ．46 1登燕 0 ．28 4燕類菜 0 ．248無類楽 0 ．55 5刑※

B 0 ．18 9無間 0 ．4 18懸懸燕 0 ．28 2頸照頸 0 ．249璧無難 0 ．19 1

ケ2
A 0 ．93 2 0 ．8 16 0 ．96 1 0 ．992 0 ．9 59

B 0 ．92 1 0 ．95 3 0 ．95 5 0 ．988 0 ．5 3．0

昭
和

4 4
年

を、

ら
昭
和

48
年

9
月

ま

で
に

入
居

全

国

β A 0 ．26 ・9 無無類 0 ．598類※璧 0 ．38 1間類 0 ．238瀬類－※ 0．4 60無類懸

B 0 ．26 8 0 ．582無類燕 0 ．37 5頚無類 0 ．240無間 0 ．2 01

γ2
A 0 ．95 0 ・0 ．96 2 0 ．9 12 0 ．933 0 ．9 54’

B 0 ．93 7 0 ．95 5 0 ．90 4 0 ．924 0 ．5 27

市

部

β A 0 ．36 0類※類 0 ．576無類璧 0 ．368 燕照類 0 ．235類※楽 0 ．4 29間照

B 0 ．26 ．0朋 ※ 0 ．557登無類 0 ．36 4無類翼 0 ．238照無※ 0 ．177

r2
A 0 ．99 1 0 ．964 0 ．90 4 0 ．929 0 ．9 46

B 0 ．94 3 0 ．956 0 ．89 8 0 ．920 0 ．4 63

D

°
I

D

β A 0 ．2 5・6 ※※蛍 0 ．543無類※ 0 ．376 類類※ 0 ．23 1無無鞘 0 ．4 52楽無類

B 0 ．2 56照雄類 0 ．518間 類 0 ．37 4間瀬 0 ．234無類※ 0 ．170

r2
A 0 ．9 58 0 ．96 8 0 ．89 9 0 ．939 0 ．9 52

B 0 ．94 8 0 ．959 0 ．89 3 0 ．929 0 ．4 26

注 1 ）， 2 ） は， 表 （1．）と同 じ．

注 3 ） ※ A ， B　 A …家 賃 0 を含 むデ ー ター使 用．　　 ノ

B ・・・家 賃 0 を含 まな いデー ター使 用．
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考察される°

借家への依存が相対的に低下した中で，公的借家への選好が高く，民借（設備専用・設備公用）

への選好が，低いのが，この時期の特徴といえる°わが国の住宅事情では，民借に質のいいもの

が少いということもあり，庶民の借家志向は，公高民低が基本的なパターン化した感があり，昭

和43～昭和48年と，借家志向が全体的に低下した中でもこの原型をくずしていない°昭和48年段

階では，公的借家の相対的弾性値の高さは，むしろあまり問題ではなく，持家志向を背景に，い

よいよ民借（設備専用・設備共用）が劣等財化しつつあることを読みとる事が，この項の大きな

役割となろう。

また，公的借家の所得弾性値の相対的高さに反し，その絶対的低落現象は，前述の持家志向が，

大きな要因とは思われるが，その他に，最近の公的借家，特に公団住宅が，高・遠・狭できらわ

れ，従来みられなかった。多量の空家がでてきていること等考えるとき，居住者の正直な選好の

現われであると判断してもよいように思われる°

Ⅴ）昭和53年の家計費における家賃支出の特徴
24）

昭和53年の当資料の体裁は，従来のものと較べ，いくつかの点が変えられているが，集計の基

本線は，昭和43年，昭和48年，昭和53年と踏襲されている°

変更された点は，次の点である。従来，集計の柱となっていた住宅タイプが，細分化され，公

的借家が，公営の借家と，公団公社の借家に，民借（設備専用・設備共用）のいずれもが，構造

分類され，木造と非木造にわけられた°公的住宅，民借（設備専用・設備共用）の細分化は，わ

が国の住宅事情に照らしてみれば，現実に近い分類となり，当然の変更である。

ところで，昭和53年の資料には，住宅建築年別，所得階層別，畳一畳当り家賃別借家数が作成

されており，上記のデーターより厳密な形で，各タイプの住宅は経済財として，消費者（入居者）

の評価を計算できるようになっている。

その他若干の変更がある。

昭和53年の家賃支出の弾力性は，表（6）に示すとおりである°弾性値の計測は，次頁8種類の住

宅タイプについて，“家賃50円未満を含む場合”“同，含まぬ場合”の2通りについて行ったが，

昭和48年の場合と同様，給与住宅以外の住宅では，殆んどその数値に差がみられなかった°

この裏から読みとれることは次のような点である°

先ず，昭和53年度の計測弾性値は，昭和48年に較べてさらに小さくなっている°郡部に限られ

るが，弾性値が公営借家，非木造民借（設備共用）で負債をとっている°総体的に，借家の劣等

財化の傾向が，さらに進展している。

住宅タイプ別に，その特徴をみると，従来の公的借家から独立した公営借家の弾性値は全般的

に非常に低い。決定係数も大変低く，特に昭和49年以降入居層の行動は，大変不安定のようである°

木造民借（設備専用）（設備共用）は，非木造に較べ，その選好は小さくなっているが，昭和

48年以降入居層では，4者の中で最も良く選好され，特に郡部での弾性値ほ，0．318となってい

る。これは，表（7）でもみるように，昭和48年末のオイルショックで，家賃が大幅に値上げされた

が，その上げ幅の最も大きい非木造系の住宅が，ベースアップなどが，従来どおり見込めない家

計にきらわれ，かわりに地価（地代），家賃ともに割安な，郡部の木造住宅（設備専用）が選好

された結果のように考察される。
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住 宅類 型 全　 借　 家 公　 営 借　 家 公 団 ・公 社借 家 木 造民 情 （設備 専 ） 木 造民 借椴 備 共 ） 非 木造 民 情 （設 備専 ） 非 木造 民借 （設 備共 ）． 給　 与 住　 宅

借

家

全

体

　　（

雇

用

者

　　）

全

国

β
A 撫 0 ．1 3 5 類雅楽 0 ．1 2 1 0 ．2 7 9 類類類 0 ．2 8 0 頚燕類 0 ．2 8 4 無類類 0 ．3 5 8 華難類 0 ．3 6 8 類頬類 0 ．5 2 3 類楽燕

B 撥 0 ．1 4 2 様猿楽 0 ．1 1 7 0 ．2 7 8 様汚＝壌 0 ．2 8 6 無類楽 0 ．3 1 3 頚類攣 0 －．3 5 7 無類頬 0 ．3 5 3 類類燻 0 ．3 0 1 様様撫

γ 2
A 0 ．8 9 1 0 ．3 0 4 0 ．7 6 3 0 ．9 9 8 0 ．9 1 5 0 ．9 8 7 0 ．9 0 7 0 ．9 8 9

B 0 ．9 1 8 0 ．2 9 9 0 ．7 6 3 0 ．9 9 9 0 ．9 7 6 0 ．9 8 7 0 ．9 3 9 0 ．9 1 9

市

部

β
A 0 ．1 2 5 掃【類類 0 ．1 1 3 0 ．2 6 8 類頬滝 0 ．2 7 2 無類類 0 ．2 6 群門 閥 0 ．3 5 3 類無登 0 ．3 6 8 類類燕 0 ．5 0 4 類難蒲

B 0 ．1 3 2 搾【無類 0 ．1 0 7 0 ．2 6 7 類楽類 0 ．2 8 0 楽無類 0 ．2 7 7 類洋‾※ 0 ．3 5 3 類無類 0 ．3 5 3 類‘撥類 0 ．2 8 3 無様類

γ2
A 0 ．8 8 2 0 ．3 0 9 0 ．7 5 4 0 ．9 9 9 0 ．9 7 7 0 ．9 8 6 0 ．9 0 2 0 ．9 9 1

B 0 ．9 1 2 0 ．2 9 8 0 ．7 5 4 0 ．9 9 9 0 ．9 7 5 0 ．9 8 7 0 ．9 3 7 0 ．8 8 5

郡

部

β A 0 ．0 5 6 － 0 ．0 1 6 0 ．2 6 4 瓶類 0 ．3 0 6 類類薫 0 ．0 7 6 0 ．2 8 1 無類類 － 0 ．2 2 8 0 ．4 1 7 雅楽無

B 0 ．0 9 1 楽 － 0 ．0 1 2 0 ．2 7 4 類憎 0 ．2 9 5 類推登 0 ．1 1 7 0 ．2 8 6 無類類 － 0 ．1 6 6 0 ．2 4 3 無類類

γ 2
A 0 ．1 8 3 0 ．0 0 5 0 ．5 7 9 0 ．9 7 1 0 ．1 5 2 0 ．9 8 6 0 ．0 5 7 0 ．8 8 5

B 0 ．4 3 0 0 ．0 0 3 0 ．6 2 0 0 ．9 7 4 0 ．1 8 6 0 ．9 9 0 0 ．0 6 4 0 ．7 7 9

昭

和

4 8

年

ま

で

に

入

居

全

国

β
A 0 ．1 6 6 即 断儀 0 ．2 6 4 類無類 0 ．2 5 7 類薄日壌 0 ．2 4 1 類汚日登 0 ．9 9 4 燕類蕪 0 ＿．3 4 5 攣無類 0 ．3 7 7 類推楕 0 ．5 8 1 類無類

B 0 ．1 7 1 期犠獲 0 ．2 6 0 姻捕 類 0 ．2 5 6 嬢無類 0 ．2 4 4 頚類照 0 ．3 0 ダ酸類議 0 ．3 5 4 類類渠 0 ．3 5 1 燕播憎 0 ．2 6 8 類類楽

ケ2 A 0 ．9 8 0 0 ．8 8 2 0 ．9 1 5 0 ．9 9 0 0 ．9 8 4 0 ．9 6 0 0 ．8 0 0 0 ．9 8 3

B 0 ．9 8 4 0 ．8 8 4 0 ．9 1 6 0 ．9 9 3 0 ．9 7 9 0 ．9 6 1 0 ．7 7 6 0 ．8 3 4

市

部

β
A 0 ．1 4 1 耀辣耀 0 ．2 3 2 類燕頬 0 ・2 声 4 類複軸 0 ．2 2 3 類類類 0 ．2 9 4 類類類 0 ．3 8 0 類類類 0 ．3 7 5 殆＝懐け繁 0 ．5 5 0 雅楽類

B 0 ．1 4 6 類類蟻 0 ．2 2 8 撫類爆 0 ．2 5 3 類無類 0 ．2 3 0 汚さ照類 0 ．3 0 9 濯類潔 0 ．3 4 8 類無類 0 ．3 4 9 類類類 0 ．3 0 5 禁類楽

γ2
A 0 ．9 7 8 0 ．8 6 5 0 ．9 2 1 O J 9 9 3 0 ．9 8 1 0 ．9 7 1 0 ．8 0 0 0 ．9 8 6

B 0 ．9 8 1 0 ．8 6 5 0 ．9 2 1 0 ．9 9 6 0 ．9 8 0 0 ．9 5 9 0 ．7 7 5 0 ，9 2 2

郡

部

β
A 0 ．1 5 1 沖ミ燦 0 ．1 7 8 糟（無類 0 ．3 3 6 無類類 0 ．3 1 9 糟禰臣憮 0 ．1 3 2 0 ．3 6 0 無類 － 0 ．3 4 8 0 ．4 5 6 無類兼

B 0 ．2 0 0 無類螺 0 ．1 8 2 獅撫※ 0 ．・3 6 2 無類類 0 ．3 0 4 類和＝髄 0 ．1 6 6 0 ．2 4 6 類類 － 0 ．3 7 7 0 ．5 3 8 糟F燦撥

r 2
A 0 ．5 9 2 0 ．7 3 3 0 ．8 3 5 0 ．0 0 1 0 ．1 1 1 0 ．7 3 0 ． 0 ．9 2 0 0 ．8 6 7

B 0 ．8 5 7 0 ．7 6 2 0 ．8 9 6 0 ．9 3 1 0 ．3 3 5 ， 0 ．6 9 9 0 ．1 0 9 0 ．8 2 1

昭

和

4 9

年

以

降

に

入

居

全

国

β
A 0 ．1 6 6 稚撫類 0 ．1 2 0 0 ．4 8 2 嬢無類 0 ．3 6 7 雅様様 0 ．2 8 2 無難※ 0 ．6 6 4 無類類 0 ．3 6 8 サ様雅 0 ．5 1 2 楽無類

B 0 ．1 7 g 日時 0 ．1 1 9 0 ．4 8 1 難儀撫 0 ．3 7 1 撫撫楽 0 ．2 8 ゼ日 用 0 ．6 6 1 難麹‖髄 0 ．3 5 5 無類類 0 ．3 2 1 撥撫楽

γ 2
A 0 ．8 4 8 0 ．1 7 2 0 ．9 3 8 0 ．9 9 7 0 ．9 3 1 0 ．8 8 9 0 ．8 9 7 0 ．9 9 2

B 0 ．8 7 7 0 ．1 7 8 0 ．9 3 8 0 ．9 9 7 0 ．9 4 3 0 ．9 9 0 0 ．9 3 7 0 ．9 5 0

市

部

β
A 0 ．1 6 6 積撫蝿 0 ．2 4 7 檜H t 0 ．4 7 3 類撫糠 0 ．3 6 7 積和日額 0 ．2 9 3 蟻撫撫 0 ．3 6 0 和【※※ 0 ．3 6 6 幣類推 0 ．4 9 7 無様蝮

B 0 ．1 7 1 撫鞭楕 0 ．2 4 2 撫贅 0 ．4 6 9 撫槽H t 0 ．3 7 3 櫓用臣糠 0 ．2 9 が日 用 0 ．3 5 7 汀t撫撫 0 ．3 5 2 刑 臣爛 0 ．1 9 2 撫鞭類

グ2
A 0 ．8 5 6 0 ．6 9 3 0 ．9 4 1 0 ．9 9 7 0 ．9 1 9 0 ．9 8 9 0 ．8 9 8 0 ．9 9 3

B ＿ 0 ．8 8 1 0 ．6 9 0 0 ．9 4 2 0 ．9 9 6 0 ．9 2 4 0 ．9 8 9 0 ．9 4 5 0 ．8 8 7

郡

部

β
A 0 ．0 1 6 － 0 ．1 9 9 0 ．2 2 3 0 ．3 1 8 類無類 0 ．0 5 5 0 ．2 8 2 撥撫類 － 0 ．3 1 5 0 ．4 0 5 難撫撫

B ・0 ．0 4 4 － 0 ．1 5 5 0 ．2 2 2 0 ．3 0 7 蝮嬢※ 0 ．0 8 9 0 ．2 9 1 撫撥嬢 － 0 ．1 8 9 0 ．2 5 7 撥撫嬢

r 2
A 0 ．0 1 2 0 ．0 9 6 0 ．3 8 9 0 ．5 4 3 0 ．0 2 2 0 ．9 8 5 0 ．0 7 1 0 ．8 7 1

B 0 ．1 0 5 0 ご0 9 2 0 ．3 8 8 0 ．9 8 6 0 ．0 4 0 0 ．9 8 8 0 ．0 7 3 0 ．9 3 2

°
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給与住与では，家賃50円未

満を含まない場合の弾性値が，

昭和48年の家賃0円を含まな

い場合よりも，はるかに大き

く，しかも有意な値になって

いる°意味はよくわからない。

ところで，弾性値の低落化

現象は，昭和43年以来，趨勢

となっているが，ここに示さ

れた係数の絶対値は，本来の

値よりも大き目に算出されて

表‘（7）昭和48年53年の住宅タイプ別家貨額　　　　　　（円）

昭 和4 8年 昭和 53年
1 塵 当 り．家 賃

1 ケ月当 り家 賃 1 ケ月 当 り家 賃

総　　 借　　 家 10 ，029 17 ，90 8 1 ，22 2

公　 営　 借　 家
6 ，303

14 ，26 7 53 7

公団 ・公 社借 家 18 ，36 9 1 ，18 4

木 造 民 倍 （専 ）
1 3 ，655

2 1 ，69 4 1 ，49 7

非 木 造民借 （専 ） 36 ，86 2 2 ，45 1

木 造 民 倍 （共 ）
8 ，142

15 ，859 1 ，890

非 木 造民情 （共 ） 14 ，55 1 2 ，174

給　 与　 住　 宅 3，711 6 ，148 318

昭和 48 ・53住 宅統 計調査 報 告 よ り作 成

いることが予想される。住宅統計調査報告の“所得一一カ月家賃”データ一一では，家族規模の影

響，その他，弾性値を高くする要因を排除出来ないためである。これらのことを考えると，ここ

に計算されている昭和53年の弾性値は，0に近いことから，多くの要因を排除できれば，計測さ

れる値が負であることも考えられる。

多少方法は異るが，上記の不都合さを除去し，住宅の経済財としての評価を加えた表が，表（8）

である°

表（8）昭和53年住調から計測した一畳当り家賃支出弾力性係数（β）

住宅類型
全　 借　 家 公 営 借 家

公　 団 ・

公 社 借 家

木 造 民 借

（設備専）

木 造 民 宿

（設備共）

非木造民宿

（設備専）

非木造民情

（設備共）
給 与 住 宅 店舗付住宅

全

借

家

β
A ＊ 一一4 ．1館鮒 0．0釘珊 0．0乃 －一刀．0以 －0 ．085 0．0 78璧… 0 ．1 3 0 ．226懇軛 0．0 11

B 一心 2鵬戦楽 0．0卸珊 ’ 0．0 59 一一4 ．0亜 －0 ．082 0．0 67冊 0 ．1蝕 0 ．181幣蛸 －0．113

γ2
A 0．9 07 m Oお ．0．2訂 0．145 0 ．350 0．9 23 0 ．398 0 ．869 0．3 04

B 吋 芯 0．0 40 0．2 16 0．392 0 ．36 1 0．9 01 0 ．426 0 ．8糾 0．2 07

・昭 に

和建

2 5設
年

ま

で

β
A －4 ．1 55珊 0°．172慨蛍 0．0 55磐蛾 －0 ．202登 －0．165顛 －0 ．9盟鮎 0 ．4 17… 0．1 01細く

B 一一0 ．1％棚 0．1朗冊 0．0（治 」）．209煩 －0．2 11無 －0 ．259 0 ．3別冊 0．0餌場

γ2
A 0 ．9 75 0．9 43 0．8起 0 ．530 0．4 53 0 ．5釦 0 ．9槌 0．8 11

B 0 ．982 0．8 75 0．0 91 0 ．573 0．5 43 0 ．146 0 ．970 0．6％

昭建

和設

2 6
年

以

降 1

β
A ．一重 ．1鎚柵 0．0 37型類 0．0 73 一一4 ．0併 －0 ．024 0．0 78登熙 0 ．174無 0 ．192懲無 －0．0 20

B －0 ．2肝 融 0．0万 0．0 59 －0．0 18※ －0 ．023 0．0孵… 0 ．167璧 0 ．1弧 冊 －0．0誕融

γ2
A ：0 ．942 0．0諭 0．2 87 0．0肝 0．0㊥ 0．9 16 0 ．551 0 ．870 0．2 95

B 0 ．959 0．0謡 0．2 16 0．4 05 0 ．0槌 0．8 92 0 ．4％ 0 ．859 0．5 47

注 1 ），注 2 ） は表 （1 ）と同 じ．

注 3 ）撲A ， B ，　 A は，一畳当 り家賃 5岬 j未 満 を含む． B は含 まか 、．

この試算によると，昭和53年には，非常に多くの住宅タイプが，既に劣等財であることを示し

ている°

住宅タイプ別には，昭和26年以降に建設された木造設備専用民借，木造設備共用民借のいずれ

も，昭和25年以前に建てられた，非木造設備専用民借，同非木造設備共用民借，店舗その他の併

用住宅全体，昭和26年以降に建設された店舗その他の併用住宅の弾性値が，負になっている。そ



55関川：所得弾力性からみた，家計費における家賃支出の動向

れ以外の弾性値についても，負ではないものの，ほとんど，0に近い数値を示している・

負債が示されている対象のうち，店舗その他の併用住宅，木造設備専用民借以外は，ほぼ，古

い住宅，あるいは，新しくても，質のよくない住宅と判断して差支えないように思われる°店舗

その他の併用住宅，木造設備専用民借については，新築住宅が，むしろ劣等財と評価されている°

これは，このタイプに住む人の意識が，年代的に変ってきているためではないだろうか°木造住

宅は，相対的に，古い世代には選好されるが，新築世代には，むしろ避けられていると解釈され

る°同じように店舗その他の併用住宅は，職住分離を志向する新しい世代に避けられてきている

といえよう。これら両者については，住宅の性格（物理的）ではなく，多分に，居住者の住意識

ないし選好の変質から，劣等財化したものとみなすことができよう°

このように，借家の劣等財化を，ここまで進展させたのは，その裏で併行して助長させられて

きた，持家志向の，社会的・経済的背景（環境）であることは言うまでもない°

入居年が，弾性値に及ぼす影響は，従来ほ，次のようであった。即ち，入居年がさがると，入
°　°　°　°　°　°　°　°　°　°　°

居の際，所得に見合った家賃支出が意思決定されたものが，だんだん年とともにぼやけ，所得一

家賃支出両者の関係が弱くなり，その結果，弾性値が小さくなる°特に家賃については，家賃支

出の硬直性の原則も働き，入居年が古くなる程，弾性値も，小さくなるということであった°

ところで，昭和53年調査分で，入居年別にその弾性値を比較したところ，新入居者の方が，小

さくなっている場合が多い°　これらのタイプで特に，持家志向が促進されたものと判断されるが，

ここに，オイルショック前後の消費者選好の変化を読みとることができよう°

3）まとめ，および考察

昭和33年から昭和53年の住宅統計調査報告のうち，所得と，家賃支出デーダーを用い，家賃支

出の所得弾力性を計測し，その動向を検討した°借家の家賃と，種々の変数から独立でない所得

が，等質を仮定して使われた。その結果，わが国の戦後の住宅事情の動向を，顕著に示す借家需

要者の家賃支出行動が，明らかにされた。

この動向の特色は，借家需要低落の趨勢である°

わが国の借家需要は，昭和30年代後半から，昭和40年代はじめに，その天井を極め，以後，低

落傾向が，趨勢となっていることが，借家支出の所得弾力性値の経年的比較により明らかになっ

た。計測弾性値は，大勢において，昭和43年に最高値を示し，昭和48年には，明らかな低落候向

が読みとれ，昭和53年になって，弾性値が負（あいるは0に近く）なった°庶民家計は，この時

期になって，借家を劣等財と評価するに至る。劣等財借家に対噂するのは，いうまでもなく，代

替財としての持家である°庶民家計の住環境の選好性のこのような変質を理解する上で，わが国

の高度経済成長期以来のインフレ経済，物価高，そしてこれらに拍車をかけるように進められた

持家政策が，持家志向層の思わくを刺激し，破竹のごとく珍透していった背景のあることを見逃

してはならないであろう°現在のところ，家計面で持家志向の状況を検討できる既存のデーター

はないが，借家の代替財的な性格を持つ，持家への選好動向が明らかにされれば，わが国の消費

者の住環境選好状況が，より詳明に浮びあがることになろう。

借家の中でも，住宅タイプ別に，居住者の家賃支出動向をみると，敗戦後の一時期をおき，国

民生活の充実に沿って，設備共用民借が，先ず，劣等財化のきざしをみせている。公的借家への

選好性は，低落傾向を示しながらも，借家の中では，その数値がもっとも高い。昭和53年には，
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改善が加えられているが，どの年度においても，公営・公団・公社のタイプ別，建設年度別，構

造別に，その検討ができれば，対象の住宅選好行動は，より詳しく読みとることができるであろ

う°

民借（設備専用）は，前記，両タイプの中間で選好されているが，昭和53年の結果から推測し

て，木造住宅については，特に，古い世代の選好が強く，郡部を除いて新世代の，木造民借（設
°　°　°

備専用）はなれが進行していることが推測された。

給与住宅は，経済的要田による意思決定よりも，非経済的要因による率が多いようで，他の住

宅タイプに較べ，特異な選好性を示しているようである。借家の一種にはちがいないが，持家の

代替財と断定出来ぬ部分を残している。むしろ補完財的な性格を持ちあわせているのではなかろ

うか°

昭和53年の資料に，店舗その他の併用住宅が示されているが，これに対する選好も，老若世代

で，変質があるように推測された。古い世代は，併用住宅志向が定着しているのに対し，若い世

代は，職住分離志向がすすんでいるように推測された。

今回，昭和33年～昭和53年までの所得・家賃データから計測した所得弾力性を，経年的にたど

ることで，上記のような動向を考察した°　しかしながら戦後の激動した我が国の住宅事情から，

統計の軸も，経年的比較操作ができるような一貫性のあるものではなかった°戦後次々と新しい

タイプの借家が追加されてゆき，しかも，それらが年と共に，老朽化・陳腐化していることを考

えるとき，1つの財についての経年的比較には，比較する財の同質性が前提とされるが，そのよ

うな場合はとりくみが非常にむつかしくなる。そして住宅統計調査報告のように年々その軸が変

わっているような資料においてはなおさらである°　ここでの比較は，これらの情報が，経年的に

同質で比較し得るという仮説のもとでなされている。しかしながらこれ以上ミクロな比較研究に，

この資料を使うことは無理であろうが，マクロな分野での利用であれば，当資料も，その任に耐

えるように判断された。ミクロな研究には，集計する以前の原票が用いられるべきであろう°あ

るいは，目的に沿った新たな調査が，組まれるべきであろう°

以上により，繁雑な戦後のわが国の住宅事情の中で所得一家賃関係の動向を，マクロな視点か

らではあるが，一応統一的，実証的にとらえ得たと判断する°

ところで，戦後の借家に対する選好を経年的に辿ることのできる資料として，家計調査年報が

ある°資料の数，資料の内訳は，住宅統計調査報告とは大分ズレているが，この資料の示す，わが

国戦後の借家選好が，どのようになっているか，次の課題として展開してゆきたいと考えている°
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Summary

The housing policy after the war has been pursuing mainly how many houses have
been supplied, not taking it into account whether one could afford to pay his house rent

or to pay for his house, which has rather been neglected completely. Therefore the

research for that field with little data to go upon has not been done properly.

In this study report, we use the income and rent data of Housing Survey of Japan

1958-1978 though they are not perfect material, and we try to figure out income elas-

ticity for house rent payment; so that we want to show you how much commonpeo-

ple of our country have participated after the war into activities to better housing

ing circumstances.

The results of this study are as follows:

1. Consumer's preference toward a rented house has been going down since the
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high time of 1968.

2. In 1978 they tended to use in general for a rented house inferior goods and
it made for the first time the elasticity below zero.

3. Looking at it by a kind of a house, the worse qualities houses i.e. wooden houses,

worn-out old houses, and so on -privately owned rented houses, both exclusive

and joint use of facilities- they are in advanced stage of inferior goods.

4. On the whole, people prefer to own their houses in accordance with improve-
ment of economic and social surroundings.


